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1．世界大の人類の活動という現象は既に古くか

ら見られたものである。しかし，世界規模の諸活

動は近年劇的な発展を見せている。その根源は，

企業間の交換関係とこれら企業内部でのやり取り

による。コストをめぐる生産合理化の追及は，企

業が本拠を置く国民国家の領域の外にパートナー

を求めざるをえなくする。あるいはまた，本拠と

した国で最大利潤を求める結果，企業やそのグル

ープは地方への分散化を図る。税負担がもっとも

軽い国を探し，熟練労働者をもとめ，あるいは安

価な労働力を求める。大企業の内部では，このこ

とは文字通り地球規模で展開される。個々の営業

単位が最大限の利益をあげるとともに，異なる地

域に拠点を置いていることによるシナジー効果

［最適の組み合わせ効果］の恩恵に浴する。大企

業はしばしば，グロパリゼーションという言い方

で，このような活動を正当化している。

　家族もまたこのグローバリズム現象に加わる

が，それはより弱々しい調子においてである。家

族のメンバーは，給与生活者として企業の地域分

散化の推進者でもある。しかし，彼らは受動的に

そうしているに過ぎない。なぜなら，彼らの目の

前に企業が進出してきたのであって，自ら企業の

側に進み出たのではないからだ。基幹的な幹部を

除いて，外国に進出した企業の大部分の給与生活

者は進出先の国々での土着の人々である。企業の

拠点分散化は，分散化を推進した本国で見いだせ

ない質（熟練，報酬，税制）をそなえた［企業に

とり望ましい］働き手を求めてのことである。航

空輸送の大衆化は，他の地域で，専門的かつ私的

な業務に携わることを、うらぶれた事でもやまし

い事でもないものに変えてしまう。しかし，こう

した働き手の地域移動から生じる経済的な衝撃

は，無視することは出来ないものの，企業そのも

のが拠点を替えることに比べるとなおささやかな

ものである。もちろん，働き手の移動からする世

界観や労働を通しての外国人に対する見方の変化

は，注目に値するのだが…。

2．グロパリゼーションの一般的な動きの中で，

」定の規模を越えた企業は，このように生み出さ

れた流れに沿って自らの構造の変革を迫られる。

20世紀の70年代までに一般的だった企業の古い組

織は，もはや新しい事態に適応出来ない。競争力

を保つためには，企業はその活動の一部を別の土

地に移転せざるを得ず，特別な部門を請け負う子

会社を形成したり，自らに不足している国際的な

次元での活動を可能にする他の［企業］グループ

との連携を余儀なくされる。この種の動きは一挙
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に起こりはしなかったが，恒常的に企業行動に影

響を与えた。自らが改革している環境それ自体が

更なる変革を求めたからである。企業生き残りの

為の環境への適応は，こうして，ますます複雑化

し，迅速性を必要とした。現代の企業構造は，50

年前のそれとは似ても似つかないものに変化し

た。経済的な意味あいでの「企業」なるものは，

最早，「法的な意味あいでの企業」ではない。そ

の理由は，決定中枢が企業の中心部に置かれてお

らず，より広範囲の全体，すなわち，一般的には

企業グループの中心部に置かれているからであ

る。反対側から見札は，法的に見て企業構造とは

かけ離れた位置にある個々の企業は，財務上の理

由からか，市場との関係からか，企業グループに

よる支配の虜となってしまっている。これこそ，

現在の欧州において，法的な組織体と経済的な意

味での企業体とが厳しく分かたれる理由である。

企業とは，法的なユニットの小さな統合なのであ

り，この法的なユニットそれぞれは，とりわけ流

通する資源の分け前をめざして，一定の自主的決

定権をふるう財やサービスの生産ユニットなので

ある。フランスでは，こうした定義は適用され始

めたところである。実際的には企業「プロフィー

ル化作業」《pro舖age》とよばれ，個々の企業を，

《企業グループの活動的な一部門》と定義する意

図を有している。単一のまた複数の法的なユニッ

トによって構成されていることによって，それは

企業の経済的な概念に合致しているし，こうした

統合的なユニットこそが企業統計として把握され

るべきものなのである。

　しかし，そのことは統計上の混乱を招くかも知

れない。というのは，ほとんどの情報は法的な企

業ユニットのレベルにおいて収集されているので

あって，企業の実態に沿うことなしにその「ユニ

ット像」1’unitξ《proi16e》の上に［企業実体．をコ

再構成することが困難であるからだ。また，当該

企業の内部の実態は検証が困難であり，第三者に

は伏せられているのが普通である。

3．地方領域［個々の州コはこの影響をまともに

受けており，地域それ自体がグロパリゼーション

の目撃者であるとともに，みずからが推進者とも

なっている。

　地域はグロパリゼーションを目の当たりにして

いる。なぜなら，彼らの眼前にある企業ユニット

は，ますます決定中枢の一部を示すに過ぎない。

それは断片的な姿をとり，黙るに，こうした企業

の断片的なユニットの動向が，自らの地域［州＝

レジオン］の経済活動の命運を決めかねないから

である。かつて人々は，《レジオン内》企業（す

なわち特定のレジオン内部にしか企業基盤をもた

ない）と，《多レジオン型》企業（複数の地域［州］

にまたがっている）とを慣習的に区別していた。

第」の類型は，一定の経済的な自律性をもってお

り，全体として地域産業と見ることが出来るし，

第二のそれは，企業活動の基盤が地域［州］の外

にあるということである。こうした区別は全く意

味がないとは言えないが，新たな企業組織という

観点からはまったくもって不十分である。一定の

地域に依存している企業といっても，資本の構成

からしても，あるいは，こちらの方が頻繁に見ら

れる例だが，商業販路の面からしても，事実上，

外部の企業に依存する事があり得るからである。

反対に見れば，こうした外部企業がその法的に考

えられる範囲を超えて特定の地域に大きな影響を

与えることもありうる。供給業者や下請け企業の

ネットワークが活性化して，特定の社会において

支配的な影響を与えるケースもあり得る［いわゆ

る企業城下町］。わたしが1983年に行ったミディ

＝ピレネー州（フランス南西部，州都はトゥルー

ズ）での調査では，州領域における航空宇宙産業

の供給業者，下請け産業，サービス部門従事者の

無視できない比重を検出できた（エアバス機はト

ゥルーズにおいて組み立てられている）。

　供給業者や下請け企業やサービス部門の従業員

達は，州経済のアクターなのである。なぜなら，

フランスにおいては，州こそが，経済発展の分野

において重要な役割を担っているからである。か

くして，公権力は，交通部門，教育，地域税制の
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分野に介入し得る。各州の議会は［分権化改革の

結果コ，自らの領域における経済活動に一定のビ

ジョンを有し，グロパリーゼーションの高まりの中

で大きくその役割を変貌させつつある。

4．市民達の側からは，こうした動きや地域経済

の新たな組織形態について，どのようにして情報

を得ることが出来るのであろうか。民主主義の前

提は，適正かつ客観的で，容易にアクセスできる

一定の情報がすべての市民にとって手に入るもの

であるべきだとしている。質的な分析はきわめて

重要だとしても，数値化した情報が現代では不可

欠である。質の良い一情報を生み出すことこそ公的

な統計の役割なのである。ヨーロッパの公共統計

は，良好な実践に関する公共規範に服している。

この規範は，独立し，公正で，客観的であり，統

計情報源の秘密を守り，これらの統計情報への万

人の平等なアクセスを保証するということを，公

共統計の上に課している。

　この目的の為に，統計技術は，それ自身が測定

している新たな現実に不断に適応し進歩しなけれ

ばならない。

　第一に，相異なる生産ユニットや法的な枠組み

を超えて存在している相互関係を含みこむ為に，

企業概念が進化させられなければならない。この

ことは，新しい形での情報収集をもとめる。なぜ

なら，法的な企業枠組みに縛られた情報の束は，

現状に適応するには不十分だからである。

　地方レベルに関しては，事情はさらにこみ入っ

ている。法的なユニットは，それ自体，地域ごと

に分断化され分散化しているからである。

　地域［州］経済統計が目指すべき目標は，特定

の州領域における企業の様々な構成要素を地域に

則して把握すること，これらの企業群に付帯する

多様な次元での数量（生産，中間的消費，給与生

活者，利益，投資，その他）を現場の実情に即し

て理解することである。様々な企業の「プロフィ

ール化作業」《promage》は，法的な企業概念と

共に，地域別に統計把握された数値の申にとらえ

直されなければならない。

　同時にこの統計的な記述と並んで，以下の様な

経済関係の躍動するイメージをわれわれが把握す

ることが必要であろう。

一まず，可能ならば下請け企業に関する調査統計

によって。これは例えば，企業群からなる小グル

ープ（航空宇宙産業）や特定領域セクター（繊維

産業）が一定の地域の活動において支配的な場合

である。国立統計経済研究所㎜S肥によって近年

展開されている調査は，政府からの要請に従って

近年この種の調査統計の数を増やしている。

一地域経済の吸引力とその弱点を測るためにも，

地域経済の底力と弱さとをはっきり分析するこ

と。すなわち，地方税制，人口構造，教育・職業

訓練のレベル，輸送カ，生活水準等である。

一新しい企業の地域化を把握することによってで

ある。新型の企業は，そもそも当該の地域から生

じているのか，あるいは，外部からの参入である

のかということである。

　地域［州領域］別の統計の課題は，情報の収集

や処理や分析の新しいモードを創り出すことによ

って新しい事態に適応しなければならない。なぜ

なら，社会の良好な機能は，地域統計が創出し普

及させる経済情報の質と妥当性に依拠しているか

らである。

5．グロパリゼーションは，企業の新たな組織形

態を作り出した。我々は，統計的な手法を，妥当

な［地域経済・社会］分析を実現する為にも，新

しい事態に適応しなければならない。地域［州領

域］レベルではこの適応作業は，とりわけてデリ

ケートなものとなる。というのは，地方の領域で

ある州においては，重要な企業活動の一部分しか

把握できないからである。しかしながら，統計情

報は，経済現象に関する知の中において主要な役

割を演じるべきであり、それ自体として民主的な

社会機能の支柱のひとつなのである。革新されて

ゆく統計的手法は，この社会的な需要を満たすた

めにこそ用いられるべきなのである。

　　　　　　　　　（パリにて，2008年11月10日）

　　　　　　　　　　　　　　（岡村茂訳）
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